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委員会報告  ２

クアラルンプール理事会における本部意匠委員会の報告
小　田　晃　寛日本部会意匠委員会委員

１．はじめに

　2025年のＡＰＡＡ（アジア弁理士協会）理事会は、マレーシアのクアラルンプールにて開催されました。

本部意匠委員会は、会期中の11月８日（土）午後、クアラルンプール・コンベンションセンターにて行われ

ました。本年の委員会では、日本部会の水野祐啓共同議長、香港部会のMs. Catherine Zheng共同議長、そ

して韓国部会のMr. Ben (Beyong-ho) Yuu共同議長が会議の進行を務めました。日本部会からは、正木美穂子

委員（日本部会委員長）、副田圭介委員（日本部会副委員長）、小田晃寛委員が出席しました。会議の構成

は、（１）メンバー紹介、（２）スペシャルトピックに関する議論、（３）各国のグループレポートの報告、

（４）欧州・米国からのゲストスピーカーによるプレゼンテーション、という流れで進行しました。本稿で

は、当日議論されたスペシャルトピックの内容や、欧米の最新動向、各国の法改正情報を中心に報告します。

２．本部意匠委員会の具体的内容

（１）スペシャルトピック 　本年度のスペシャルトピックのテーマは、「Keeping More Than One: 

Protecting Cohesive Designs Across Sets, Series, and Multiple Items」でした。伝統的な意匠制度にお

ける「一意匠一出願」の原則に対し、近年のデザイン開発の現場や、リヤドで採択されたデザイン法条約

（Design Law Treaty）、ハーグ協定などの国際的な枠組みにおいては、複数の意匠を単一の出願に含めるこ

とや、組物、動的意匠など、複数の構成物品からなるデザインを保護するニーズが高まっています。本トピッ

クでは、「単一の意匠」の定義や範囲、そして複数の構成物品からなるデザインをどのように保護すべきかに

ついて、以下の５つのセクションに分けて各国の法制度と実務の比較検討が行われました。

セクションＩ：多意匠一括出願 (Collective Application for Multiple Designs) 　単一の願書に複数の意匠を含

めて出願する制度（多意匠一括出願）の有無について確認が行われました。

Ｑ１． 多意匠を一出願に含める制度はあるか？

・[YES]： オーストラリア、香港、日本、韓国、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、ベ

トナム

・[NO]： カンボジア、インド、インドネシア、ニュージーランド、スリランカ、台湾、タイ

　制度を有する国の中でも、運用には差異が見られます。例えば、含めることができる意匠の数について、

オーストラリア、香港、マレーシア、ベトナムでは「制限なし」とする一方、日本、韓国、ミャンマーでは

「100意匠まで」、シンガポールでは「50意匠まで」と上限が設けられています。また、マレーシア、ミャン

マー、フィリピン、韓国、シンガポール、ベトナムでは、同一のロカルノ分類の制限があるのに対して、オー

ストラリア、香港、日本においてはそのような制限はありません。さらに、審査・登録の扱いについても違い

が浮き彫りになりました。ミャンマー、フィリピン、ベトナムでは、複数の意匠が「単一の出願」および「単

一の権利」として取り扱われるのに対し、日本、韓国、シンガポール、香港、マレーシアでは、出願番号は枝
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番等で管理されるものの、各意匠は「独立した登録・権利」として扱われます。インドネシアでは現時点で多

意匠出願制度はないものの、ハーグ協定加盟に向けた検討が進められています。

セクションII：組物の意匠 (Design for a Set of Articles) 　スプーン、フォーク、ナイフのセットのように、

伝統的に一体として使用・販売される製品群（組物）の保護について議論されました。

Ｑ７． 組物の意匠登録は可能か？ 

・[YES]： カンボジア、香港、インド、インドネシア、日本、韓国、マレーシア、ニュージーランド、フィ

リピン、シンガポール、台湾、ベトナム

・[NO]： オーストラリア、ミャンマー、スリランカ、タイ

　「NO」と回答した国（タイなど）では、スプーン、フォーク、ナイフそれぞれについて個別の意匠出願を

行う必要があります。また、組物の一部（例えばスプーンのみ）を模倣された場合の権利行使（Ｑ16）につい

ては、香港、インド、インドネシア、マレーシア、ニュージーランド、フィリピン、シンガポール、ベトナム

等が「権利行使可能（YES）」と回答した一方、日本、韓国、台湾等は「権利行使不可（NO）」と回答して

おり、組物意匠の効力範囲に関する法解釈の違いが明確になりました。

セクションIII：複数の構成物品からなる意匠 (A Design Consisting of Several/Multiple Articles) 　チェス

セットや、蛇口とハンドルなど、物理的に分離しているが機能的・美観的に関連する複数の物品を「単一の意

匠」として登録できるかが問われました。

Ｑ19． 複数の構成部品からなる単一意匠の登録は可能か？

・[YES]： 香港、インド、インドネシア、日本、韓国、マレーシア、ニュージーランド、フィリピン、シン

ガポール、台湾、タイ

・[NO]： オーストラリア、カンボジア、ミャンマー、スリランカ、ベトナム

　登録要件として、多くの国で「同時に使用されること」「同時に販売されること」「美観的・機能的な統一

性があること」等が挙げられました。具体的な事例として、「電子機器（ヘッドマウントディスプレイ）とそ

のケース、付属品」のセット（Ｑ21）については、台湾では単一意匠としての登録が難しく（一意匠一出願違

反等の拒絶理由通知が出される可能性が高い）、その場合は分割出願や補正による対応が推奨されるとの見解

が示されました。
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セクションIV：動的意匠 (Transformable Design) 　折りたたみ式ヘアドライヤーのように形状が変化する物

品について、展開状態と折りたたみ状態を一つの出願で保護できるかが議論されました。

Ｑ26. 変形前後の状態を単一の出願で保護できるか？ 

・[YES]： オーストラリア、香港、インドネシア、日本、カンボジア、韓国、スリランカ、ミャンマー、マ

レーシア、ニュージーランド、フィリピン、シンガポール、タイ、台湾、ベトナム

・[NO]： インド

　インドでは、変形前後は異なる実施形態（embodiment）とみなされ、それぞれ別出願が必要となるとの見

解が示されました。ベトナムでは、折りたたみ状態を示す図は参考図として含めることができるとのコメント

がありました。他の多くの国では、変形前後の状態を単一の出願に含めることができるとの見解でした。

セクションV：物理的に分離した部分意匠 (Physically Separated Partial Design) 　スマートフォンのケース

における「ウサギの耳と尻尾」のような、物理的に離れた位置にある複数の部分を、一つの意匠（部分意匠）

として登録できるかが問われました。

Ｑ33. 物理的に分離した複数の部分を単一意匠として登録できるか？ 

・[YES]： オーストラリア、香港、インドネシア、インド、日本、カンボジア、韓国、スリランカ、ミャン

マー、マレーシア、ニュージーランド、フィリピン、シンガポール、台湾

・[NO]： タイ、ベトナム

　日本および韓国からは、物理的に離れていても「形態的一体性」や「機能的一体性」が認められれば登録可

能である旨の報告がなされました。インドネシアでも、デザインコンセプトの統一性が要件として挙げられて

います。
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（２）ゲストスピーカーによる講演

　スペシャルトピックに関連し、欧州及び米国から招聘されたゲストスピーカーより、それぞれの庁におけ

る最新の実務と法制度についての解説が行われました。

[米国] Mr. Miku Mehta (Procopio) 　「2025年 米国デザインパテントレポート」と題し、ＵＳＰＴＯ（米国

特許商標庁）の最新動向と重要な判例紹介が行われました。

・ＵＳＰＴＯの動向： 2025年１月23日より、デザインパテントに関する手数料が大幅に引き上げられま

した（項目により８％から40%超の増額）。また、４月には「ロケットドケット（Rocket Docket）」

と呼ばれる早期審査プログラムが廃止されました。審査効率化のため、ＡＩを用いた画像検索ツール

「Design Vision」が導入されています。

・重要判例： Top Brand LLC v Cozy Comfort LLC 事件（Fed. Cir. 17 July 2025）が紹介されました。

本判決では、審査過程において出願人が先行技術との差異を主張（Argument）した場合、その主張

によって権利範囲の一部を放棄（Surrender）したとみなされる「包袋禁反言（Prosecution History 

Estoppel）」の法理が、デザインパテントにおいても適用されることが明確に示されました。これによ

り、審査官への反論においては、不必要な限定的解釈を避ける慎重さがより求められることとなります。

[欧州] Mr. Peter Gross (Boehmert & Boehmert) 　「ＥＵ法における統一された意匠の保護」と題し、主に

ＥＵ意匠規則（ＣＤＲ）における「複数意匠出願（Multiple Applications）」と「組物（Set of Articles）」

の運用について解説がありました。

・複数意匠出願： 同一の出願人・代理人であれば、最大50意匠までを一出願に含めることが可能です。重

要な点として、これらの意匠は互いに類似している必要はなく、異なるロカルノ分類に属していても構い

ません。各意匠は独立して審査・登録・権利行使がなされます。

・組物： チェス盤と駒のように、美観的かつ機能的に補完し合い、通常一体として販売される製品群は、

単一の「製品」として登録可能です。ただし、図面にはセット全体を一つの意匠として明確に示す必要が

あり、個々の物品のみの図面では不備となります 。

・アニメーション意匠： アイコンやＧＵＩの変化などについては、一連の動き（スナップショット）によ

り、視覚的な関連性と変化の順序が明確であれば保護されます。

（３）グループレポート

　各国の委員より、直近の法改正や統計、注目すべき判例について報告がありました。主なトピックは以下の

通りです。

・マレーシア： 2025年末または2026年第１四半期に、改正意匠法または新法の制定が予定されています。

主な改正点として、意匠の定義拡大、登録要件の厳格化、ハーグ協定への加盟、公表延期制度の導入、実

体審査の導入などが盛り込まれています。

・タイ： 新法案が審議中であり、部分意匠および関連意匠制度の導入、公表延期制度の導入の導入、ハー

グ協定への対応（ただし一出願一意匠の原則は維持）などが予定されています。

・ベトナム： 部分意匠の保護、ＧＵＩ等の非物理的製品の意匠保護、ＡＩを創作者とする出願の拒絶規定

などが含まれています。

・オーストラリア： 仮想意匠、部分意匠、改良意匠（Incremental designs）の保護に関するパブリックコ

ンサルテーションの結果が報告され、これらに基づく法制化が検討されています 。

・カンボジア： 2025年１月にオンライン出願システムが導入され、利便性が向上しました。

・韓国： 懲罰的損害賠償額の引き上げ、民事裁判所への意匠権移転請求の導入、異議申立期間の追加など
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が行われました。

・台湾： 「意匠早期審査パイロットプログラム」が2025年１月１日から2026年12月31日まで２年間延長さ

れました。

３． むすび

　本年の意匠委員会では、製品の多様化やデジタル化に伴い、従来の「一つの物品に一つの形態」という枠組

みを超えた保護の必要性が、アジア各国においても共通の課題として認識されていることが確認されました。

特に、スペシャルトピックで取り上げられた「多意匠一括出願」、「組物」、「物理的に分離した意匠」の保

護については、各国で法制度や審査運用に大きな差異が存在します。企業がグローバルにデザインを展開する

際には、これらの差異を正確に把握し、各国ごとの最適な出願戦略を立てることが不可欠です。また、マレー

シア、タイ、ベトナムをはじめとするＡＳＥＡＮ諸国において、ハーグ協定への加盟や部分意匠制度の導入な

ど、法制度の現代化・国際調和に向けた動きが活発化していることは、日本企業にとっても歓迎すべき傾向と

いえます。今後も本部意匠委員会での議論を通じ、各国の最新情報をキャッチアップし、実務に役立つ情報を

発信していくことが重要であると感じられました。

意匠委員会終了後のグループ写真

以上




